

第３章　マクドナルドの現在
３-１　マクドナルドの売り上げについて
　日本マクドナルドの直営店舗とフランチャイズ店舗の合計売上高は、5892億円、ホールディングスとしての売上高は2883億円、本業のもうけにあたる営業利益は312億円と営利・純利ともに２桁成長。コロナ下の外食産業の中では「勝ち組」の一社ともいえる。
　「昨年はコロナ禍で売り上げが低迷したから、今季は前年比を上回っているのでは？」と思われている方もいるかもしれない。しかし、実は日本マクドナルドの既存店舗売上高は、15年第4四半期から21年第１四半期まで22四半期連続でプラスとなっているのだ。
　日本マクドナルドの21年1〜3月の経常利益は約91億円で、前年同期の約74億円を大きく上回る結果となった。利益増加要因はなんといっても売上高の増加である。一方、同社の店舗がコロナ禍の影響を全く受けていないかと言うと実はそんなことはない。コロナによる営業時間の短縮や、ソーシャルディスタンスによる稼働席数の減少などにより、店内飲食売り上げは前年比で減少している。しかしながら、テイクアウト、ドライブスルー、デリバリーなどの店外売り上げが大きく増加し、業績をけん引している。コロナ禍の好業績といえるが、その内訳からは、世相の影響を大きく受けていることがよくわかる。
　例えば、緊急事態宣言をはじめとする自粛ムードの中で、既存店の客数は１割近く減少している。その一方、客単価は16．7%増えている。
　これは、デリバリーやテイクアウトなどの需要による「複数人分まとめ買い」が増えた結果の一端と見ることができる。
　マクドナルドは、決算説明資料のなかでも、デリバリーを「今後も大きく成長がされる、ポテンシャルの高いマーケット」だと言及している。
　コロナの流行がビジネスのあり方を変え、その世界の変化に猛烈なスピードで適応した。
日本マクドナルドの純利益19．6%増という結果は、単にファーストフードという事態だからできたわけではないことを感じさせる。こうした順応力は、コロナ以前からデリバリーやモバイルオーダーへの先行投資をしてきたからこそである。
３-２　マクドナルドの戦略について
　マクドナルドはこれまでに、赤字転落、食品の賞味期限切れ問題、異物混入事件など、数々の苦境を経験している。しかし、その数々の苦境をしっかりと乗り越え、今や外食産業におけるトップ企業へと成長した。その学ぶべきマーケティング戦略についてを調べた。
　まずコストリーダーシップ戦略とは、安い価格帯で商品・サービスを提供し、競合他社に差をつける戦略をいう。
　ただ単に価格を下げて安売りするのではなく、原価・コストを可能な限り抑え、しっかりと利益率を維持したまま、他者と変わらないクオリティで商品・サービスを提供することである。それが実現できるのは、マクドナルドの徹底したシステム化とマニュアル化だ。物流システムを確立し、１つの商品を作り出すまでに徹底的なコスト管理と品質管理が行われている。また、マニュアルを徹底することで、共有する情報と仕事が統一され、人件費の削減にも繋がっているのである。安さと商品品質を両立されることができるのは、コストリーダーシップ戦略をとることのできる環境を整備したマクドナルドの強みといえる。
　続いて、安くて手軽に食事ができるファーストフードと言えば？と聞かれたらマクドナルドというように、消費者のイメージの中で選ばれる対象に位置するための戦略をポジショニング戦略という。
　マクドナルドは、様々な成功要因から市場での立ち位置を確立させたといえる。
　続いてテストマーケティング戦略とは、新製品や新システムを打ち出す前に、地域や期間を限定してその商品・システムを試験採用する実験的取り組みをいう。
　これを採用することにより、参入か撤退もしくは改善が必要かを判断し、リスクを軽減することができる。マクドナルドでは、過去に以下のようなテストマーケティングが行われている。
　夜マックを東海三県（愛知・岐阜・三重）で試験したのち全国展開へ。よるマックは、17時以降プラス100円することでバーガーのパティ（メインの具）を2倍に出来るというもの。東海三県で試験導入に至った理由は、愛知県で、夜の時間帯にボリュームのあるハンバーガーが売れているからということだった。市場のデータに基づき、試験導入する場所を決めるところも、さすがの取り組みである。
　モバイルオーダーを都心で導入したのち、1月より全国展開へ。
　スマホのアプリも使い、商品のオーダーと支払いをするシステムで、店舗では商品の受け取りのみを行えるというものである。
　これにより、注文時の行列に並ぶことなくスムーズに購入できるツールとして高く評価された。
　最後に、全方位戦略とは、柱となる商品だけに特化したり、ターゲットを限定したりせず、市場を広くとらえて経済活動を行う戦略である。
　マクドナルドでいうと、メインのハンバーガーだけでなく、カフェ業界（マックカフェ）や、チキンの販売、ライスバーガーなど、特化したもの以外の商品を出すことで、市場全体を取り込む戦略となっている。ターゲットが広がりすぎて明確でないといわれつつも、実は時間帯によってのターゲットや、商品ごとのターゲットが精密に組まれているのである。
　それらの細かなターゲットではなく、マクドナルド全体で老若男女を問わずに全ての世代をターゲットとすることで、多角的に経済活動を行うことができ、無限の可能性が広がっている。
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